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研究成果の概要：本科研費は、Ｇ１（日本・中国・韓国・台湾の社会問題や多様な文化性、市

民社会に焦点をあてた東アジア福祉社会モデルの枠組み形成）とＧ２（各国の社会福祉専門職

の養成、職域、役割機能）の研究組織で研究を遂行した。その成果は、日本・中国・韓国・台

湾の社会保障・社会福祉関連用語の比較研究とフィールドワーク及びソーシャルワーク活動調

査を通じて、①東アジア域内を中心とした社会保障・社会福祉の国際協力の方法を示した。②

東アジア福祉社会創出への新たな枠組み（親密圏･公共圏・セーフティネット）の考え方を提示

した。③日中韓台における社会保障・社会福祉関連用語比較研究から見えてきたことの成果と

その波及効果について提言した。さらに、④地域を基盤とした東アジア型ソーシャルワークの

理論枠組み及びその実践応用性について一定の成果を示した。   
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 11,700,000 3,510,000 15,210,000 

２００７年度 13,000,000 3,900,000 16,900,000 

２００８年度 11,600,000 3,480,000 15,080,000 

年度    

  年度    

総 計 36,300,000 10,890,000 47,190,000 

 
 
研究分野：地域福祉、社会福祉政策、社会福祉計画 
科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 
キーワード：地域福祉、社会政策、東アジア福祉社会モデル、コミュニティ・ソーシャルワー

ク、社会福祉用語国際比較 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）本研究計画チームの一部メンバーは、
科研費「協働と参加による市町村地域福祉計
画のシステム形成および評価方法に関する
実証的研究」（基盤研究Ａ，平成 15-17年度，
研究代表：牧里毎治）の３年間にわたって行
われた全国的調査を通して日本の地域福祉
計画研究を発展させた。その成果は、2006年
6 月に『協働と参加による地域福祉計画のシ

ステム形成』と題して出版し、地域福祉計画
研究の到達点と今後の展望を明らかにした。 
（２）研究代表者（野口定久）は、論文「地
域福祉計画策定過程における住民参加と協
働の方法論」において、ローカリティで生起
する公共的諸問題の解決の「場」としての地
域コミュニティ、そして解決の方法としての
地域福祉の協働経営と運営（ガバナンス）の
考え方を提示しながら、地域福祉の政策と実

研究種目：基盤研究（Ａ）  

研究期間：2006～2008 

課題番号：１８２０３０３２ 

研究課題名（和文） 地域福祉計画・介護システム開発を通した東アジア型福祉社会モデルの

構築に関する研究 

 

研究課題名（英文） Construction Research of the East Asia Welfare Society Model through 

Community Welfare Planning and Long-term Care System Development 

 

研究代表者 

野口定久（NOGUCHI SADAHISA） 

日本福祉大学・社会福祉学部・教授 

研究者番号：３０２０８３１８ 

 

 

  

 
 



 

2 
 

践と計画、新しい公共、住民参加等について
言及し、地域コミュニティ再生への試論を展
開した。本研究申請メンバーによる最近の地
域福祉計画の進展は著しく、これらの研究成
果を踏まえると、本研究は東アジア福祉社会
モデル開発の一つの柱である地域福祉シス
テムの定着に関する重要かつ不可欠の研究
となる。また介護保険及び介護システムに関
する研究においても、介護保険制度の見直し
のための問題点と対策、介護福祉サービスの
マネジメント研究の進展によって、新たな介
護福祉サービス体系の確立が標榜され、それ
を推進する主体としての地方自治体の役割
と地域福祉の位置づけが明確にされたこと
は重要な意味をもつものである。 
（４）この経緯は、韓国の老人療養保険制度
の設立と発展に大きな示唆を投げかけてい
る。これに関しては、日本・韓国の社会福祉
政策形成の類似点と相違点を確認しあいな
がら、それぞれの社会福祉政策の発展と持続
可能な介護保険制度（老人療養保険制度）に
むけて日・韓の共同研究を進化させている。
韓国では当時、福祉国家成立期に老人療養保
険制度（日本の介護保険制度）が準備され、
また地域福祉計画モデル事業も始まるとい
うように日本・韓国の介護保険制度と地域福
祉計画との比較研究が進み、中国においても
中国版地域福祉（社区福祉・社区服務）の進
展がみられるように東アジア諸国では、社会
保障・社会福祉における地域福祉の主流化
（武川正吾，有斐閣アルマ，2005，pp20）に
政策的・実践的注目が集まり、エリア研究の
視点からもメゾレベルにフォーカスされつ
つある。このように東アジア諸国のメゾレベ
ルにおける地域福祉計画や介護システムの
比較研究の推進は、本研究の最終の目標設定
でもある「東アジア福祉社会モデル」形成に
つながる重要かつ不可決の研究であった。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、東アジア域内の地域
コミュニティを基盤とした地域福祉計画及
び介護システム、さらにはそれらの推進をリ
ードする社会福祉専門職（とくにコミュニテ
ィソーシャルワーカー）の人材養成の方法論
を確認しあいながら、持続可能な福祉社会の
発展にむけて有効な比較研究法を開発しよ
うとするものである。 
（２）現時点での本研究テーマの到達点でい
えば、東アジア諸国（日本・中国・韓国・台
湾）の社会福祉制度・政策は、Ｇ・エスピン・
アンデルセンの「福祉資本主義の３つの世
界」説をはじめとする、伝統的な福祉国家類
型論では説明できないことが明らかとなっ
た。（Ｇ・エスピン・アンデルセン『ポスト
工業経済の社会的基礎』桜井書店，2000）こ
れまでの日韓比較研究（特に韓国の福祉国家

性格論争と日本の 1990 年代以降の現実の福
祉政策の展開過程の分析）を通して、従来の
福祉国家研究で支配的であった、東洋やアジ
ア諸国を一括して扱う「福祉オリエンタリズ
ム」は克服することができたと考えている。
（『福祉社会開発学の構築』日本福祉大学Ｃ
ＯＥ推進委員会編，ミネルヴァ書房，2005）
その意味でも、日本の地域福祉計画や介護保
険制度の見直しの内容を検討することによ
って、東アジア諸国の地域コミュニティを基
盤とした地域福祉及び介護システム、さらに
はそれらの推進をリードする専門職（とくに
コミュニティソーシャルワーカー）の人材養
成の方法論を確認しあいながら、それぞれの
社会福祉制度・政策の発展と持続可能な福祉
社会の発展にむけて有効な比較研究法を開
発しようとするものである。 
（３）本研究では、長い歴史的交流の中で培
われた類似の文化的風土ともに、異なった問
題状況や社会制度を有する日本・中国・韓
国・台湾を中心に、東アジア諸国の社会福祉
の研究者が相互交流しつつ、それぞれの文化
や社会制度の違いを踏まえた福祉社会開発
のあり方を研究することは、単に４カ国のみ
ならず、これからのアジアの福祉社会開発の
進展に大きく貢献するものである。 
（４）本研究のテーマである東アジア諸国
（日本・中国・韓国・台湾）の地域福祉計画
および介護システム開発に関して特に重要
となる論点は、①東アジア型福祉社会モデル
の模索、②国際協力の方法論の開発、③地域
福祉や介護システムの制度設計及びコミュ
ニティソーシャルワークの技術的レベルの
開発と人材育成に焦点化する。具体的には、
①東アジア諸国それぞれの経済発展段階、国
内政策環境、国外政策環境、文化特性、地域
特性、社会問題の表れ方等の分析から見た東
アジア型福祉社会モデルの開発とその国際
協力の方法を探究すること、②地域福祉計画
の策定・計画の実施、それぞれの国に応じた
介護システムを開発すること、③地域福祉計
画や介護システムを推進するコミュニティ
ソーシャルワークの専門性の開発と養成の
課題を明らかにすることにある。 

 

３．研究の方法 
（１）本研究において探求する諸課題は、①
東アジア諸国のそれぞれの経済発展段階、国
内政策環境、国外政策環境、文化特性、地域
特性、社会問題の表れ方等の分析から見た東
アジア型福祉社会モデルの理論枠組み構築、
②地域福祉計画、介護システムに見る住民の
福祉意識（ソーシャルキャピタル）調査、③
3 地域コミュニティの形成・地方自治制度と
住民参加の方法における比較研究、④福祉コ
ミュニティづくりとコミュニティソーシャ
ルワークの東アジア型実践モデルの開発研
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究、⑤ソーシャルワークのアメリカ型理論モ
デルの日中韓台定着検証研究を設定した。 
（２）そして、それぞれの国で、家族や共同
体の構造、ジェンダー（性差）、宗教とのか
かわり、風土的多様性など多面的な視点から
の比較や研究が求められている。その先に、
アジアの視点 そしてそれぞれの国の社会
保障の特徴が浮き彫りになり、東アジア福祉
社会の構築の方向も見出されると思われる。
将来に向けて、国家のレベルを超えた社会保
障・社会福祉あるいは福祉社会というテーマ
がアジアで論じられ、構想されるべきである。
このため、地域福祉計画策定と家族や地域の
介護システム構築における現状と課題、地域
コミュニティの規模、行財政力、住民参加の
成熟度、民間福祉活動の蓄積度、地域福祉援
助専門職の人材養成、地域コミュニティの社
会資源、伝統的・文化的基盤の様態などの諸
要素との関連を明らかにすることである。 
（３）この研究目的を遂行していくために、
２グループに研究組織を分けた。Ｇ１（日
本・中国・韓国・台湾の社会問題や多様な文
化性、市民社会に焦点をあてた東アジア福祉
社会モデルの枠組み形成）とＧ２（各国の社
会福祉専門職の養成、職域、役割機能）の研
究組織で研究を遂行した。 
 
４．研究成果 
（１）本研究の一つは、日本・中国・韓国・
台湾の社会保障・社会福祉関連用語の比較研
究を通じて、第 1 に東アジア域内を中心とし
た社会保障・社会福祉の国際協力の２つの方
法を示した。（①「方法としてのアジア」竹
内好、②「差異性の同一性」中島岳志）第２
に東アジア福祉社会創出への新たな枠組み
（親密圏･公共圏・セーフティネット）の考
え方を提示した。第３に日中韓台における社
会保障・社会福祉関連用語比較研究から見え
てきたことの成果とその波及効果について
提言した。（第 4 回社会保障・社会福祉国際
学術会議，2008 年 9 月 12 日・13 日）もう
ひとつの主テーマである「東アジアにおける
社会福祉専門職人材養成」研究では、「地域
を基盤にしたソーシャルワークに関する実
態調査」に関する研究報告を第 56 回日本社
会福祉学会において行っている。地域を基盤
とした東アジア型ソーシャルワークの理論
枠組み及びその実践応用性について一定の
成果を示している。以下、各年度の研究成果
を挙げておく。 
 
（２）【１8 年度】Ｇ１の研究成果の１つは、
北京人民大学において開催された第２回社
会保障国際フォーラムで研究発表を行い、続
いて中国老齢協会との共同研究の場を設定
し、日中の地域における高齢者支援システム
開発に関する研究交流を行った。また、北京

及び上海の社区にて高齢者の在宅介護支援
に関する基礎的調査を行った。２つは、韓国
済州大学に日韓の共同研究者が集い、「グロ
ーバル化の中での地方分権」、「市民社会にお
けるＮＰＯの役割と社会貢献」等について議
論を交わし、総合社会福祉館の実地研究も行
った。３つは、南京大学において日中韓社会
政策・社会福祉国際シンポジウムを開催し、
約 50 名の研究者による主題報告、５分科会
での研究発表がなされ、東アジア福祉レジー
ム論等の到達水準が確認され、日中韓社会政
策・社会福祉研究者のネットワークを形成し
た。Ｇ２では、１つに台湾東呉大学での日台
における社会保障・社会福祉の現状について
意見交換を行い、台北県及び市の高齢者ケア
マネジメントシステム、民間組織の在宅福祉
サービス提供等実地研究を行った。２つに上
海の社区において社会工作人（ソーシャルワ
ーカー）の実践活動を調査した。また、本研
究の基礎的作業として「日中韓台における社
会保障・社会福祉の制度比較研究」の枠組み
とその課題整理を開始した。 
 
（３）【19 年度】Ｇ１（日本・中国・韓国・
台湾の社会問題や多様な文化性、市民社会に
焦点をあてた東アジア福祉社会モデルの枠
組み形成）とＧ２（各国の社会福祉専門職の
養成、職域、役割機能）の研究組織で研究を
遂行した。に取り掛かった。Ｇ１の研究成果
の１つは、5 月に「高齢化と地域福祉に関す
る日中韓会議」（東京大学）を開催し、東ア
ジア 3国の地域福祉と高齢者福祉の共通理解
を深めたことである。また、中国杭州におい
て開催された第３回社会政策フォーラム（７
月、社会建設における社会政策とソーシャル
ワーク）で研究発表を行い、続いて第３回社
会福祉・社会保障国際学術会議（韓国中央大
学）において日本の地域福祉計画の理論と実
際に関する報告を行った。新しく、台湾にお
いて地域と介護システムに関するフィール
ドを開拓し、相互の研究交流を行った。Ｇ２
では、上海の社区において社会工作人（ソー
シャルワーカー）の実践活動を調査し、また、
韓国平澤市において地域福祉計画とソーシ
ャルワーカーに関する調査を実施した。その
他、本研究の基礎的作業として「日中韓台に
おける社会保障・社会福祉の制度比較研究」
の一覧表を作成した。また、本年度の研究論
文報告集を次のようにまとめた。 ①「日中韓
社会福祉国際シンポジウム」（2007 年 3 月南
京大学）、 ②「高齢化と地域福祉に関する日
中韓会議」（2007 年 5 月東京大学）、 ③「少
子高齢社会における福祉政策の実践と展開
－台湾・日本の比較研究－国際シンポジウム
論文報告集」（2007 年 10 月台湾東呉大学） 
 
（４）【20 年度】Ｇ１では、日本・中国・韓



 

4 
 

国・台湾の社会保障・社会福祉関連用語の比
較研究を通じて、第 1 に東アジア域内を中心
とした社会保障・社会福祉の国際協力の方法
を示した。第２に東アジア福祉社会創出への
新たな枠組み（親密圏･公共圏・セーフティ
ネット）の考え方を提示した。第３に日中韓
台における社会保障・社会福祉関連用語比較
研究から見えてきたことの成果とその波及
効果について提言した（第 4 回社会保障・社
会福祉国際学術会議，2008 年 9 月 12 日・13
日）。Ｇ２「東アジアにおける社会福祉専門
職人材養成」研究では、調査結果から、地域
援助業務の重要性が認識されているにも関
わらず実施度が低い現状が明らかになり、ソ
ーシャルワーク制度のあり方も含めたソー
シャルワーク業務の在り方を考えていく必
要があると考えられる。例えば、韓国には社
会福祉館があり、中国には社区における活動
が展開されており、地域の拠点が存在する。
こうした取り組みを参考にしながら、日本に
おける地域を基盤としたソーシャルワーク
実践の在り方を検討する必要があるとの結
論を得た。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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① 大橋謙策「日本の社会福祉専門職教育と

アジア型ソーシャルワーク教育のグロー
バルスタンダード』台湾・日本の比較研
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福祉専門職としての価値」宮田和明・加

藤幸雄他編『社会福祉専門職論』中央法

規出版，145-159頁 

⑥ 埋橋孝文「ワークフェアの国際的席捲－
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